
購　入　契　約　書
（件名　２０２４年度　開発用パソコン調達購入）

１．品名　　　　別紙のとおり
２．数量　　　　別紙のとおり
３．単位　　　　別紙のとおり
４．契約金額　　　　金　　　　　　　　　円
　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税額金　　　　　　　円
　　　　　注）「取引に係る消費税及び地方消費税額」は、消費税法第２８条１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもので、契約金額に１１０分の１０を乗じて得た額である。
５．納入場所　東京都新宿区西新宿六丁目８番１号　住友不動産新宿オークタワー１６階
６．納入期限　　　令和７年２月末日
７．支払方法　　　翌々月末日一括支払い


上記物品の購入について、発注者「株式会社ＮＥＸＣＯシステムソリューションズ」を甲とし、受注者「○○〇〇株式会社」を乙として、次の条項により契約を締結する。
上記契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

発注者（甲）　　住所　東京都新宿区西新宿六丁目８番１号
氏名　株式会社ＮＥＸＣＯシステムソリューションズ
代表取締役社長　　久保田　修

受注者（乙）　　住所　
　　　　　　　　氏名　
　　　　　　　　　　



（総則）
第１条　乙は、別紙に基づき、頭書の物品を頭書の契約金額をもって、頭書の期限内に頭書の場所に納入しなければならない。

（履行の委任及び債権の譲渡）
第２条　乙は、第三者にこの契約に基づく債務の全部又は一部の履行を委任し、又はこの契約により生ずる債権を譲渡してはならない。ただし、甲の承諾を得た場合は、この限りではない。

（購入条件の変更）
第３条　甲は、必要がある場合には、物品の品種、銘柄、規格、寸法、納入場所又は受渡場所を変更し、又は、納入を一時中止し、若しくは打ち切ることができる。この場合において、納入期間又は契約金額を変更する必要があるときは、甲乙協議して定める。
　　２　前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなければならない。その賠償額は、甲乙協議して定める。
　　
　（納入期間の変更）
第４条　甲は、前条第１項に定める場合のほか、必要がある場合には、納入期間を変更することができる。　
　　２　前条第２項の規定は、前項の場合に準ずる。
　　　
（乙の請求による納入期間の延長）
第５条　乙は、その責に帰することができない事由により期間内に物品を納入することができないときは、甲に対して、遅滞なくその事由を付して期間の延長を求めることができる。
ただし、その延長日数は、甲乙協議して定めるものとする。

（物価等の変動）
　　第６条　納入期間内に、予期することができない異常の事由の発生に基づく経済情勢の変動等により、契約金額が著しく不適当であると認められるに至ったときは、甲乙協議の上、契約金額その他の購入条件を変更することができる。

　　　（引渡前の損害）
　　第７条　物品の引渡前に生じた損害は、すべて乙の負担とする。ただし、甲の責に帰する事由による場合は、この限りではない。

　　　（検査及び引渡）
　　第８条　乙は、物品を納入しようとするときは、あらかじめ、その予定期日等を甲に連絡するとともに、納入したときは、その旨を甲に通知しなければならない。
　　２　甲は、乙から前項の通知を受けたときは、その日の翌日から１０日以内に検査を行い、検査に合格した場合においては、乙は、すみやかに甲にその目的物を引き渡さなければならない。
　　３　前項の検査に合格しない場合においては、乙は、甲の指定する期日までにその不合格品を取り替えて再検査を受けなければならない。ただし、このために契約金額を増額し、又は納入期間を変更することはできない。

（納入及び検査に要する費用）
第９条　物品の納入及び検査に要する一切の費用は、特に定める場合を除き、すべて乙の負担とする。

（代金の支払）
　　第１０条　乙は、第８条第２項の規定による検査に合格し、引渡を完了したときは、所定の手続きに従って契約代金の支払を請求するものとする。
[bookmark: _Hlk155343189][bookmark: _Hlk155343269]　　　　２　甲は、前項の支払請求書を受理したときは、請求を受けた月の翌々月末までに（乙が下請代金支払遅延等防止法所定の下請事業者に該当する場合は、成果品の受領日もしくは役務提供の日から起算して６０日以内に）別途乙が指定する銀行口座に振り込む方法により支払うものとする。

（代理受領）
第１１条　乙は、書面により甲の承認を得て、契約代金の全部又は一部の請求及び受領について、第三者を代理人とすることができる。
　　２　前項の規定により第三者を代理人としたときは、甲は、その第三者に対して前項の規定に基づく支払をするものとする。
　　３　前項の場合において、第三者は、乙の提出する支払請求書に乙の代理人である旨を明記し、請求及び受領についての委任状を添付しなければならない。

（履行遅延の場合における延滞損害金及び遅延利息）
第１２条　乙の責に帰する理由により、納入期間内に物品を納入することができない場合において、納入期間経過後に納入する見込みがあると甲が認めたときは、乙から延滞損害金を請求することを条件として、納入期間を延長することができる。
　　２　前項延滞損害金は、延滞日数に応じ、年利３パーセントの割合を契約金額からすでに引渡を完了した物品に対する契約代金相当額を控除した額に乗じて得た額とする。
　　３　甲の責に帰する事由により、第１０条第２項及び第１１条の規定による契約代金の支払が遅れた場合には、乙は、甲に対して遅延日数に応じ年利３パーセントの割合で遅延利息の支払を請求することができる。

（検査の遅延）
　　第１３条　甲がその責に帰する事由により、第８条第２項の期間内に検査をしないときは、その期間を経過した日の翌日から検査をした日までの期間の日数は、第１０条第２項に規定する期間（以下この条において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとし、また当該遅延期間が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は満了したものとみなし、甲はその超える日数に応じ、前条第３項の規定による遅延利息を乙に支払わなければならない。

（納入物の引渡し及び契約不適合責任）
第１４条　乙は、納入物を甲に引き渡すものとする。
２　甲は、不適合を知ってから１箇年以内に、乙に対し、納入物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、契約不適合が軽微であって、その履行の追完に過分の費用を要するときは、甲は履行の追完を請求することができない。甲は、乙に対し、契約不適合について無償による修補を請求することができ、乙は、当該契約不適合を修補するものとする。
３　前項の場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。　　ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。
一　履行の追完が不能であるとき。
二　乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。
三　納入物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。
四　前３号に掲げる場合のほか、甲がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。
４　第３項本文の規定は、契約不適合が甲の提供した資料等又は甲の与えた指示（以下「指示等」という。）によって生じた場合は適用しない。ただし、乙が甲の指示等が不適当であることを知りながら告げなかったときはこの限りでない。

（甲の解除権）
　第１５条　甲は、乙が次の次号の一に該当するときは、契約を解除することができる。
一　乙の責に帰すべき事由により、納入期間又は期間経過後相当期間内に物品を完納する見込みがないと明らかに認められるとき。
　　　二　検査に際し、乙若しくはその代理人、使用人等が甲の社員の職務執行を妨げたとき、又は乙若しくはその代理人、使用人等に詐欺その他の不正行為があると認められたとき。
　　　三　前各号のほか、乙が契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められるとき。
　　２　第１項の場合において、すでに納入した物品があるときは、甲は、検査をし、合格した者は甲の所有とすることができる。この場合において、甲は、当該物品の契約代金相当額を支払わなければならない。
　
（甲の解除権）
第１６条　甲は、乙が物品の納入を完了しない間は、前条第１項の場合のほか、必要がある場合においては、契約を解除することができる。
　　２　前条第３項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合に準用する。
３　第１項の規定により契約を解除した場合には、甲は、これによって生じた乙の損害を賠償しなければならない。その損害額は、甲乙協議して定める。

（乙の解除権）
第１７条　乙は、次の各号の一に該当する事由があるときは、契約を解除することができる。
一　第３条の規定により、甲が購入条件を変更したため契約金額が３分の２以上減少したとき。
　　　二　甲が契約に違反し、その違反によって物品を納入することが不可能になったとき。
　　２　第１５条第２項及び前条第３項の規定は、前項の規定により、契約を解除した場合に準用する。

　（解除の請求）
第１８条　乙は、天災地変その他不可抗力により物品の納入が不可能となったときは、遅滞なくその理由を詳記した書面を甲に提出し、契約の解除を請求することができる。
　　２　甲は、前項の請求が正当であると認められたときは、乙の契約解除の請求を承認することができる。
　　３　第１５条第２項の規定は、前項規定により契約を解除した場合に準用する。

（賠償金等の控除等）
第１９条　乙が、この契約に基づく延滞損害金又は賠償金を甲の指定する期間内に支払わないときは、甲は、契約代金のうちからその金額を控除し、なお、不足が生ずるときはさらに請求する。

（異議申立）
第２０条　乙は、次の各号の一に該当する事実があると認められるときは、その事由を明示し、書面をもって甲に対して異議申立をすることができる。
一　甲の指示に著しく不適当と認められる行為があったとき
二　正当な事由なしに、甲が乙の求めに応じてこの契約に基づく検査を行わず又は指示等を与えないとき。
２　甲は、前項の異議申立を受けたときは、それを受理した日から起算して３０日以内にその異議に対する決定をし、乙に通知しなければならない。

[bookmark: _Hlk155343434]（反社会的勢力による不当介入を受けた場合の措置）
第２１条　甲及び乙は、この契約の履行にあたり、次の各号に掲げる反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という。）による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で直ちに警察に対して通報を行うこととし、捜査上必要な協力を行なわなければならない。
一　暴力団
二　暴力団員
三　暴力団準構成員
四　暴力団関係企業
五　総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ
六　その他前各号に準ずるもの
２　甲及び乙は、前項により警察に通報を行ったときは、直ちにその内容を記載した書面により相手方に報告を行うこととし、相手方がその他必要な情報提供等を求めたときは、これに応じなければならない。
３　甲及び乙は、前項に規定する報告を相手方から受けた場合及び関係機関から情報を得た場合その他必要と認める場合は、この契約の履行に必要な範囲において、関係機関と相手方への不当介入に係る情報交換等を行うことがあり、甲及び乙は、これを認めるものとする。
４　甲及び乙は、不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が発生した場合は、甲乙協議するものとする。

（反社会的勢力の排除に関する誓約）
第２２条　甲及び乙は、次の各号に掲げる事項を表明し、かつ保証する。
一　甲及び乙、甲及び乙の役員は、現に反社会的勢力でない。また、過去に反社会的勢力でなかった。
二　甲及び乙、甲及び乙の役員は、反社会的勢力を利用しない。
三　甲及び乙、甲及び乙の役員は、反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、反社会的勢力の維持運営に協力又は関与する行為はしない。
四　甲及び乙、甲及び乙の役員は、反社会的勢力に対し、社会的に非難されるべき関係を有しない。
五　甲又は乙は、自らもしくは第三者を利用して、この契約の相手方に対し暴力的行為、詐術、脅迫的言辞を用いず、相手方の名誉を毀損せず、また、相手方の業務を妨害しない。
２　甲又は乙は、前項各号に規定する事項にかかる事実確認を目的として相手方が行う必要な調査に協力する。
３　甲又は乙は、この契約にかかる社員その他の使用人（乙に下請負人がいる場合は、当該下請負人及びその役員、社員その他の使用人を含む）に対しても前２項の規定を遵守させる。
４　甲又は乙は、この契約の相手方が前３項に規定する誓約に違背したとき、又は違背の事実を知ったときは、次条第１項の規定に基づき、この契約を解除する。

（協議）
　第２３条　この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義が生じた事項については、甲乙協議して定めるものとする。




（別紙）
調達仕様書

株式会社ＮＥＸＣＯシステムソリューションズ（以下「甲」という。）と○○○株式会社（以下「乙」という。）とは、２０２４年度 開発用パソコン調達において以下に記載した仕様により実施するものとする。

１　件名：２０２４年度 開発用パソコン調達

２　調達詳細
（1） 内容　開発用パソコン一式の調達

（2） 調達品目および調達数
開発用パソコン				１００台

（3） 仕様

	ベースユニット
	Mini 800 G9 ベースユニット

	OS
	Windows 11 Pro (64bit) (日本語版)

	OS オプション
	Windows 11 Pro （クリーンインストール）

	プロセッサー
	インテル® Core™ i7-13700T プロセッサー
(1.40 GHz-最大4.90GHｚ/インテル® スマート・キャッシュ30MB)

	インテル® vProTMテクノロジー
	インテル® vPro® Enterprise

	筐体
	ミニ型(縦置き / 横置き可能)

	チップセット
	インテル® Q670 チップセット

	メモリ
	32GB (16GBx2) DDR5 SODIMM 4800MT/s

	メモリスロット
	DDR5 SDRAM(262ピンDIMM)

	ストレージ
	SSD M.2(NVMe)： 512GB

	RAID 構成
	なし

	オプティカルドライブ
	なし

	ハードディスクドライブブラケット
	HDDドライブブラケット

	ダストフィルター
	あり

	サウンド
	Realtek ALC3252 Audio Codec、内蔵スピーカー

	グラフィックス
	プロセッサー内蔵
	Intel® UHD Graphics 770

	
	ビデオメモリ
	メインメモリ(システムメモリ)と共有

	
	最大解像度
	4096 x 2160@60Hz

	拡張スロット
	M.2 PCIe x1-2230(for WLAN)×1スロット、M.2 PCIe x4-2280(for storage)×2スロット

	拡張ベイ
	内部2.5インチ×1

	外部インターフェイス
	ネットワークコントローラー
	インテル® I219LM ギガビット ネットワーク コネクション

	
	ワイヤレスLAN
	Intel AX211 Wi-Fi 6E vPro 160MHz+Bluetooth5.3 (vPro対応)

	
	USBポート
	USB Type-A 3.2 Gen2 x 5(前面2,背面3)、USB Type-C 3.2 Gen2x2×1(前面1（チャージングポート）)

	
	PS/2
	なし

	
	モニター
	標準ポート
	DisplayPort 1.4a (DP++) x 2、HDMI 2.0b x 1

	
	
	選択可能ポート
	USB Type-C（DisplayPort Alt Mode対応、100W入力機能付）

	
	その他I/O
	前面
	コンボジャック×1

	
	
	背面
	なし

	キーボード
	USB 320K キーボード（日本語）

	マウス
	USB 320M光学マウス

	言語
	日本語版

	Microsoft® Office
	なし

	セキュリティ
	セキュリティチップ
	TPM 2.0

	サイズ(W×D×H)
	177×175×34 mm (ACアダプター外付け)

	質量
	約1.42kg(タワースタンド含まず)

	使用環境
	温度10-35°C、湿度10-90%

	動作電圧範囲
	90 - 264V

	電源ユニット
	90W ACアダプター(電源変換効率89%以上)

	国際エネルギースタープログラム
	適合

	省エネ法に基づくエネルギー消費効率（2022年度基準）
	15区分

	
	65.9kWh/年(AAA)

	各種規格適合
	RoHS指令、J-Moss、EPEAT® Gold、PCグリーンラベル(★★★ V14)、MIL-STD-810H(13項目)

	リカバリメディアキット(DVD)
	なし

	付属品
	クイックセットアップ、ACアダプター、電源コード、保証書等

	
	タワースタンドなし

	標準保証
	5年保証（翌営業日オンサイト対応）



３　検査に関する事項
乙は、契約書第８条の定めにより、納入期限までに納入物検査依頼書（様式第１）とともに納入物を甲に納入し、以下の条件を満たしたうえで甲による検査を受けなければならない。甲は、納入物と仕様書との不一致について、その有無の検査を実施し、検査の結果、合格と認めたときは、納入物検査合格書（様式第２）にて通知するものとする。
①工事(作業)の完了及び工事(作業)完了後のサイトクリーニング
②是正作業、残作業の完了
③検査指摘事項の完了、施主の引取り
各種保証書、取扱説明書、ライセンス証書の提出（該当項目あれば）

４　その他
①相当品不可とする。
②納品にあたっては、当社及び建物管理者の指示に従うこと。
③納品時間については、当社の指定する時間に行うこと。
④納品にあたっては、貨物用エレベーターを使用すること。
⑤輸送費、駐車料金その他一切の費用を含むこと。
⑥搬入に際し必要となる一切の手続きを行うこと。
⑦納品日時は、担当者と相談の上決定すること。


様式第１

令和　年　月　日

株式会社ＮＥＸＣＯシステムソリューションズ　
代表取締役社長　　○○　○○　様

株式会社○○○○○
（契約責任者　職名氏名）　　　㊞


検査依頼書（完了届）


下記のとおり業務が完了したので、契約書第８条第１項の規定に基づき、報告します。
併せて、完了検査の実施をお願いします。

１．　業務件名：

２．　納品物等

３．　履行期間

令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日まで


以　　上


様式第２

令和　年　月　日

株式会社○○○○○　
（契約責任者　職名氏名）

株式会社ＮＥＸＣＯシステムソリューションズ
代表取締役社長　○○　○○㊞



検　査　合　格　書


下記業務について完了検査を実施したところ、合格と認めますので通知します。

１．　業務件名：





以　　上











